
Ⅳ 工事の安全管理と対策

資料－４

○公共工事における安全施工の意義

１．全国の事故発生状況
２．北陸地整管内の事故発生状況
３．北陸管内の事故発生事例
４．墜落・転落事故の防止
５．事故原因から見た公衆災害防止の着眼点
６～その他

※ 数値には速報値を含むため、今後変更となる場合があります。



■ さらに、重大な事故の発生が繰り返されてしまうと、

□ 公共工事に対する国民の理解・協力

□ 建設従事者の確保、特に将来にわたる担い手の確保

等が損なわれる恐れがあり、結果として国民にとっても大き

な損失になりかねない。

公共工事における安全施工の意義

■ 労働者の安全と健康を確保する。 【労働安全衛生法 第一条（目的）】

■ ひとたび施工中に事故が発生すると、工事の一時中止等を

余儀なくされ、当該事業の計画的な執行に支障が生じる。

また、受注者にとっても大きな損失・生産性の低下等を招く

こととなる。
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１．全国の事故発生状況
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建設投資金額と建設死亡者数・全産業に占める割合の推移

建設投資（兆円）

建設業の死亡者数割合

死亡者(建設業）

36.3%

（％、兆円）

全国の建設死亡者と建設投資の推移

・平成元年以降の建設業における死亡者数は、平成２年の１，０７５人をピークに減少傾向にあるが、
令和４年は２８１人と、最も少なかった令和２年度の２５８人に対しては２３人多い結果となった。
・全産業の死亡者数に占める建設業の割合は、近年上昇傾向で40％に迫る高い比率である。

※資料：厚生労働省 労働災害統計より R４は令和４年1月～令和４年12月の速報値

※資料：国土交通省「建設投資見通し」より R３，R４は見込み、R５は見通し

281人

1,075人
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全国の死傷事故状況

・全産業に占める、建設業の死傷者数は11.0％（１4,539人）であり、製造業の20.2％ （26,694人）、
陸上貨物運送業の12.5％（16,580人）に次いで、３番目に高い。
・建設業の死亡者数は全産業（774人）の約36.3％（281人）を占めており、全産業の中でワースト１

となっている。

※資料：厚生労働省 労働災害統計より 4
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全国の死亡事故状況

・全産業の死亡事故原因は、墜落・転落が30％、次いで交通事故及びはさまれ が１8％を占め
ている。

・建設業における死亡事故原因は、墜落・転落が41％（116件）となっており、
全産業の比率より高く、死亡事故の大きな原因となっている。

※資料：厚生労働省 労働災害統計より 5
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直轄工事における事故発生状況① （平成20年度～令和4年度）

工事事故発生件数（労働災害及び公衆災害）
平成20年度～令和4年度

死傷者数（労働災害及び公衆災害）
平成20年度～令和4年度

○ 令和4年度の労働災害及び公衆災害による事故発生件数は367件であり、数年間連続で減少傾向にある。

○ 令和4年度の労働災害の事故発生件数は194件であり、昨年度より21件減少した。

○ 令和4年度の公衆災害（物損）の事故発生件数は159件であり、昨年度より50件減少した。

○ 令和4年度の労働災害及び公衆災害による死亡者数は11人であり、昨年度より5人増加した。

○ 負傷者数（休業4日以上）は82人であり、昨年度から28人減少している。

○ 負傷者数（休業1～3日）は40人であり、昨年度より11人増加している。
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直轄工事における事故発生状況② （平成20年度～令和4年度）

事故発生件数 平成20年度～令和4年度

死傷者数（休業4日以上） 平成20年度～令和4年度

【重機事故】
○ クレーン以外は23件から17件に、ク

レーン関係は、16件から10件となり、
いずれも減少した。

【墜落事故】
○ 足場からの墜落は、14件から12件に

減少し、法面からの墜落は5件から8
件に増加した。

【飛来落下】
○ 28件から17件に減少した。

[事故発生件数 前年度との比較]

【重機事故】
○ クレーン以外は14人から8人に、ク

レーン関係は、10人から4人となり、
いずれも減少した。

【墜落事故】
○ 足場・法面ともに前年度と同程度と

なった。

【飛来落下】
○ 昨年度まで増加傾向であったが、19

人から9人となり、今年度は減少した。

[死傷者数(休業4日以上) 前年度との比較]
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重機事故のデータ分析（平成29年度～令和3年度SASデータより）

[重機事故の内訳]

[重機事故の対策]

重機の種類別事故発生状況（令和3年度）

被災者と重機の位置関係（平成29年度～令和3年度）

重機の動作状況別の事故件数の推移（平成29年度～令和3年度）

○ 土工用重機（バックホウ等）と作業員の接触が41.9%
と最も多い（令和3年度）

○ 被災者と重機の位置関係は、｢重機の側面｣よりは｢重
機の前方｣と｢重機の後方」での事故が多く、合図・
確認の不徹底、誤操作が原因と思われる

○ 重機の動作状況別の事故件数の推移において、「旋
回操作中」の事故に比べて「後退」や「停止時」の
事故発生比率が大きく、増加傾向にある。

○ 重機事故に対しては、「バックホウ」作業の対策を
重点的に行う必要がある

○ 「安全の見える・聞こえる化」の推進として作業員
への注意喚起やICT技術による接触防止システムの普
及推進も重要である。

○ 立入禁止措置が実質的に困難な場合は、合図誘導者
の配置を徹底する

○ 作業員と重機オペレーターのコミュニケーション
（声掛け）が重要である。

○ 「監視員に他の作業をさせない」を徹底させること
も重要である。

重機名称
事故件数

（件）
割合
（％）

土工用重機 13 41.9%
揚重機 5 16.1%
舗装用重機 2 6.5%
杭基礎施工重機 1 3.2%
ダンプトラック 1 3.2%
その他・未記載 9 29.0%
計 31 100.0%

土工用重機
41.9%

揚重機
16.1%

舗装用重機
6.5%

杭基礎施工重機

3.2%

ダンプトラック
3.2%

その他・未記

載
29.0%

22.4%
11.8%

7.1% 12.9%

32.9%

12.9%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

重機の後方 重機の前方 重機の側面 重機の後方 重機の前方 重機の側面

重機に背を向けて作業 重機の方向に向いて作業

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H29 H30 R1 R2 R3

後退

停止時

作業装置操作中

前進

旋回操作中

その他

未記載

8



墜落事故のデータ分析（平成29年度～令和3年度SASデータより）

[墜落事故の場所別発生割合の内訳]

[墜落事故の対策]

墜落事故の場所別発生割合（令和3年度）

墜落事故の場所別事故件数の推移
（平成29年度～令和3年度）

○ 最も多いのは「ガケ、斜面から」であり、次に「足場
から」「脚立、うまから」「梯子から」の順番で多い。
（R3年度）

○ 過去5年間の推移をみると、令和2年度で割合が減少し
ていた「足場から」の墜落が今年度では例年通りの割
合（20%程度）に再び増加している。

○ 「足場から」の墜落事故の保護具使用状況は、「安全
帯を装着したが未使用」が56％であり、安全帯を正し
く使用していれば防げた事故が多い。（グラフなし）

○ 可搬式作業台で1.5mを超えるものは、手かかり棒、作
業床周りに感知バーのあるものを使用する事。

○ フルハーネス型安全帯を装着するなどの安衛則の改正
への遵守が必要

○ 足場上移動時は、２丁掛けを推奨すること。
○ フルハーネス型安全帯等を使用する場合には、安全衛

生特別教育の受講が必要
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飛来・落下事故のデータ分析（平成29年度～令和3年度SASデータより）

[飛来・落下事故の内訳]

[飛来・落下事故の対策]事故種類別の事故発生割合（令和3年度）

事故種類別の事故発生割合の推移（平成29年度～令和３年度）

○ 「クレーン等で運搬中(吊り荷等)のもの」が52.2%と
最も多くを占める。

○ 「用具、荷、取り付け前の部材等」が13.0%と次に多
い。

○ クレーン等で運搬中(吊り荷等)の間接的な原因とし
て、「吊り荷の下に入る」「上下作業を行ってい
る」｢吊り荷が動揺する｣｢玉掛け作業時｣などが想定
される。

○ 吊り荷の落下事故に対する重点的な事故防止対策が
必要

○ ｢吊荷の下に入らない｣「上下作業禁止」という基本
的な安全対策を強化することが必要

○ 吊荷受取側の作業員の被災も多く、安易な近接を抑
制する対策が必要（介錯ロープ等を用いて吊り荷が
腰より低くなった後に近接する等 ）
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○ 一般には年齢が高いと経験が豊富だが体力や俊敏性の衰えが懸念されるため、現場の安全管理
体制を充実させ事故を防止する必要がある

○ 過去5年間の年齢別の死傷者数及び死亡者数の推移は以下の通りである
・死傷者数の最も多いのは60歳以上である。
・10代の死傷者の割合は、就業者数の減少の影響もあるが、近年減少傾向を示している
・死亡者数は年度により異なるが、最も割合が多いのは60歳以上であり、次いで50歳代、40歳
代、30歳代の順である

[出典：厚生労働省 労働災害統計 「労働者死傷病報告」による死傷
災害発生状況（平成29年～令和3年 確定値）]
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[時間帯別の傾向]

時間帯別の事故データ分析（平成29年度～令和3年度SASデータより）

○ 午前、特に11時台に事故発生のピークが出現し、午後は14時台に多くなる
○ 上記の傾向は労働災害、公衆災害に共通している
○ 夜間作業では、公衆災害で22時に小さなピークが発生する傾向がある
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作業進捗度別の事故データ分析（平成29年度～令和3年度SASデータより）

[作業・工事進捗度別の傾向]

作業進捗度別の事故について
（平成29年度～令和3年度）

【作業進捗度別事故件数】
○ 作業初期段階（～10％）における事故件数が全体の23％を占めており、飛びぬけて多い

【工事の進捗度別事故件数】
○ 工期の着手時（～10％）及び工期末（91～100％）における事故件数が全体件数の約20％を占めている
〇 工期中間期（21～30%や41～50%、 71～80% ）にも発生しやすい波がある

工事進捗度別の事故について
（平成29年度～令和3年度）
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[入場日別の傾向]

入場日別の事故データ分析（平成29年度～令和3年度SASデータより）

入場日数別の事故について（平成29年度～令和3年度）

○ 入場1週間で、全体の１／３の事故が発生
○ 特に初日の被災が突出している
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２．北陸地整管内の事故発生状況

（令和４年１月～１２月）
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国土交通省
北陸地方整備局事故発生年別の状況 （１～１２月）

災害区分別事故発生状況の推移(H29～R4)

• R4の12月までの事故件数は91件で過去5年平均から22件増加
• 労働災害が39件から48件と9件増加。
• 公衆災害が29件から43件と14件増加。

91
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国土交通省
北陸地方整備局

※数値は速報値であるため、今後変更となる場合があります。
※北陸地方整備局発注の直轄工事

四半期別の事故発生状況 （１～１２月）

• 四半期別の事故件数は過去5年平均と比べ、１～3月期が大幅に増加し11件から26件と15件
増加している。
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国土交通省
北陸地方整備局月別の事故発生件数 （１～１２月）

• 月別の事故件数は、過去5年平均と比べ、1～4月，7月が大幅に増加している。
• 一方、5月，8月は減少している。

18



国土交通省
北陸地方整備局事故割合 （１～１２月）
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• 事故割合は過去5年平均と比べ1～4月，7月，9月，11月の事故割合が増加している。

19



国土交通省
北陸地方整備局曜日別事故発生状況 （１～１２月）

• 曜日別のR4事故件数は金曜日が最も多く、次いで火，水，木曜日の順。
• 月曜日は減少している。
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国土交通省
北陸地方整備局時間帯別事故発生状況 （１～１２月）

• 時間帯別のR4事故件数は11時台が最も多く、次いで19時以降、10時台，14時台の順。
• 12時台，16時台は減少している。
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国土交通省
北陸地方整備局休業4日以上の事故発生状況 （１～１２月）

• R4の労働災害は48件で、うち休業4日以上の重大事故は9件発生している。
• 重大事故の割合で見ると、過去5年平均の26%から19%に減少しているが、労働災害の件数自

体が増加しており、発生件数は過去5年の平均並みとなっている。
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国土交通省
北陸地方整備局原因別労働災害発生状況 （１～１２月）

※その他：土砂崩落・落盤・電気・爆発・港湾・その他事故 等

• R4の12月までの労働災害は48件で、過去5年平均と比べ9件増加。
• 労働災害の原因は、過去5年平均と比べると全体的に増加しているが、特に、墜落，取扱運

搬の事故が増加している。
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国土交通省
北陸地方整備局労働災害の時間帯・原因別推移 （１～１２月）

※その他：土砂崩落・落盤・電気・爆発・港湾・その他事故 等

• 労働災害の時間帯別の発生状況は、過去5年平均では11時，14時が最も多く、次いで10時，
9時，15時が多い。

• R4は、11時台が最も多く、次いで19時以降、14時台の順。
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国土交通省
北陸地方整備局労働災害の事故分類別発生割合 （１～１２月）

※その他：倒壊・土砂崩落・落盤・電気・爆発・港湾・その他事故 等

• 事故分類別の発生割合をH29～R3とR4で比較すると、墜落，建設機械等，取扱運搬，工具取
扱いが増加。

• 倒壊，自動車等，熱中症が減少。
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国土交通省
北陸地方整備局

※その他:室内・壁内損傷、水質汚濁、その他事故等

公衆災害の原因別発生状況

• R4の公衆災害は43件で、過去5年平均と比べ、14件増加。
• 過去5年平均と比べると、埋設物，車両損傷，人身が増加。
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国土交通省
北陸地方整備局公衆災害の時間帯別・原因別事故状況 （１～１２月）

※その他:室内・壁内損傷、水質汚濁、その他事故等

• 公衆災害の時間帯別の発生状況は、過去5年平均では10時が最も多く、次いで14時，8時，
9時，19時以降が多い。

• R4は、10時台が最も多く、次いで11時，19時以降が多い。
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国土交通省
北陸地方整備局工具等取扱い事故発生状況

総務省 労働力調査より

• 工具等取扱い事故のH29～R4の状況では29歳以下の事故が約3割を占めている。
• 建設業全体に占める29歳以下の就業者は約１割程度であるが、人力除草による鎌等工具等

の取扱いにより被災する事故が多い。 （工具等：草刈り鎌、釘打機、ディスクグラインダー等）

２９歳以下の事故
約３割

北陸地方整備局
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３．北陸地整管内の事故発生事例

（令和５年 発生事故 より）
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国土交通省
北陸地方整備局１．斜面に設置した脚立が動いて転落（人身事故）

①日 時：令和５年１月17日（火） １４時３０分頃
②工事内容：放流警報制御設備の定期点検
③事故内容：斜面に脚立を設置して放流警報装置を点検中、脚立

が動き転落
④被害状況：右第1、2、3腰椎横突起（ようついおうとっき）骨折

【事故発生状況】
・警報設備対向試験（作業員２名）を実施する為、放流警報装置
で脚立（1.2m)を使用し作業を開始したが、法面に設置した脚立が
滑り体勢を崩しながら転落し右脇腹を法面に強打した。

【事故発生原因】
・法面（斜面）の不安定な箇所に脚立を設置して、不適切な方法
にて作業した
・安全軽視と不安全行動
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労働災害
墜落・転落



国土交通省
北陸地方整備局２．開口部に設置していた養生板がずれて転落（人身事故）

①日 時：令和５年１月17日（火） １3時４０分頃
②工事内容：仮設工（墜落防止施設設置）
③事故内容：開口部に設置した養生板に乗った作業中に、養生版がずれて墜落
④被害状況：頭部打撲、右足小指脱臼、右足薬指骨折、右半身打撲

【事故発生状況】
・樋門翼壁部上部の墜落防止の安全対策として、親綱のみの方法か
ら単管手すりと安全ネットに取り替える作業を開口部に養生板を設置
した上で行っていたところ、養生板がずれて、開口部から約４m墜落し
た。

【事故発生原因】
・養生板を固定していた番線が外れていた
・作業場場所の危険予知、点検不足
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労働災害
墜落・転落



国土交通省
北陸地方整備局３．前方を走行中の自動車が減速し追突（物損事故）

①日 時：令和５年１月24日（火） １5時25分頃
②工事内容：除雪作業
③事故内容：除雪トラックによる除雪作業中、前方を走行中の自動車に追突
④被害状況：軽自動車の左後方テールランプおよびバンパーの破損（運転手にケガ等は無し）

【事故発生状況】
・除雪グレーダ２台と除雪トラック２台で梯団を組み、除雪作業を実施している際、事故を起こした除雪トラックは４台梯団の
３台目を走行し、交差点にて赤信号のため停止。青信号になり発進したが、前方を走行中の軽自動車が減速し、当該除
雪トラックが軽自動車の左テールランプ側に追突。

【事故発生原因】
・軽自動車と除雪トラックの車間距離が十分にとれていなかった。（４ｍ程度）
・除雪トラックの発進時に、車幅灯（可変式）が出ていないのに気づき、操作しようとした際に前方から視線を外した。（除
雪トラック運転者の前方不注意）
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公衆災害
建設機械取扱



国土交通省
北陸地方整備局４．玉掛け作業の退避時に転落（人身事故）

①日 時：令和５年１月25日（水） 6時30分頃
②工事内容：除雪作業
③事故内容：トンパックに乗って玉掛け作業を行い、待避する際に転落
④被害状況：頭部裂傷 4～5ｃｍ、第1、2頸椎骨折 全治約３ヶ月（休業４日以上）

【事故発生状況】
・凍結防止剤の積込みのため、被災した作業員が凍結防止剤のフレコン（トンパック）の上に登り、３段目の凍結防止剤に
フックを掛けてスノコの上に降りる際、バランスを崩してスノコの上に転落した。

【事故発生原因】
・凍結防止剤散布作業員への作業手順の周知・教育不足と安全対策の配慮が不足していた。
・クレーン操作者はクレーン取扱い特別教育の未受講者、玉掛け作業者は玉掛け技能講習の未受講者だった。
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国土交通省
北陸地方整備局５．除雪車のシュート部が信号機に接触破損（物損事故）

①日 時：令和５年１月27日（金） 11時00分頃
②工事内容：除雪作業
③事故内容：小型除雪車のシュート部が歩行者用信号機に接触し破損
④被害状況：歩行者用信号機破損

【事故発生状況】
・小型除雪車による拡幅除雪終了後、歩道除雪のため除雪しながら歩道に侵入した際、小形除雪車のシュート部が歩行者
用信号機に接触し破損させた。

【事故発生原因】
・歩道除雪の際、作業員の不注意により作業前方（上方向）の確認を怠った。
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公衆災害
建設機械取扱



国土交通省
北陸地方整備局６．吊具に指がはさまれ負傷（人身事故）

①日 時：令和５年１月27日（金） 9時30分頃
②工事内容：河川護岸工事
③事故内容：ブロックを専用吊具で移動させる際に右手薬指先端を挟んで負傷
④被害状況：右環指切断

【事故発生状況】
・ブロック専用吊具でブロックを移動する際、吊具の可動部に手を置いていたため、吊り上げた際に
指が巻き込まれて負傷した。

【事故発生原因】
・手元確認を怠り、不用意に可動部に手を置いた
・作業手順書等に吊具の取り扱いの記載、使用方法の周知不足

指が巻き込まれた箇所

35

労働災害
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国土交通省
北陸地方整備局７．落ちそうになった資材を支えようとして転落（人身事故）

①日 時：令和５年１月30日（月） 14時10分頃
②工事内容：橋梁下部工事
③事故内容：生ｺﾝ車打設用ｽﾛｰﾌﾟ上部にﾎｯﾊﾟｰ移動させ置いたところ、転がり落ちそうになった

ので、支えようとした瞬間にﾊﾞﾗﾝｽを失い転落
④被害状況：左脛骨骨折（休業４日以上）

【事故発生状況】
・場所打杭工において、生ｺﾝ打設終了後、ﾄﾚﾐｰ管を引抜く(撤収する)工程に移行する際に、ﾄﾚﾐｰ管口に設置してあったの生
ｺﾝ受けﾎｯﾊﾟｰを片付けようと手で持ち上げ、生ｺﾝ車打設用ｽﾛｰﾌﾟ上部に移動させ置いたところ、そのﾎｯﾊﾟｰが転がり落ちそうに
なったので、支え様とした瞬間にﾊﾞﾗﾝｽを失い、当ｽﾛｰﾌﾟ上部(高さ1.9m)から飛び降りた。その際、左足から着地したことによ
り左足首付近を負傷(骨折)した。

【事故発生原因】
・ｺﾝｸﾘ-ﾄ打設終了後、ﾄﾚﾐｰ管口の生ｺﾝ受けﾎｯﾊﾟｰを生ｺﾝ車打設用ｽﾛｰﾌﾟ上の不安定な場所に不安定な状態で置いたこと。
・生ｺﾝ車打設用ｽﾛｰﾌﾟの片側には手摺がなかったこと。
・作業手順書にﾎｯﾊﾟｰの取り扱いに関する手順が抜けていたこと。
・転落・墜落に関する安全教育・訓練、指導が不十分だったこと。
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国土交通省
北陸地方整備局８．ダンプトラックのドアミラーが標識に接触破損（物損事故）

①日 時：令和５年２月1日（水） 10時00分頃
②工事内容：河道掘削工事
③事故内容：対向車とすれ違うために道路左端に寄ったところドアミラーを道路標識に接触させ破損
④被害状況：交通標識破損

【事故発生状況】
・10tダンプトラックによる土砂運搬走行時に、対向車とすれ違うために道路
左端に寄ったところドアミラーを道路標識に接触させ破損

【事故発生原因】
・運転手の不注意
・大型車運転経験不足による車幅感覚の未熟
・運行経路における危険箇所の把握が不十分
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国土交通省
北陸地方整備局９．除雪車の排雪で車両を損傷（物損事故）

①日 時：令和５年2月21日（金） 9時40分頃
②工事内容：除雪作業
③事故内容：ロータリー除雪車保管場所で排雪した際に飛散して駐車車両に氷片や小石等があたって損傷
④被害状況：駐車車両のドアおよびフェンダーに傷

【事故発生状況】
・ロータリー除雪車による拡幅除雪の終了後、通常は保管場所以外の場所で除雪機内に付着した氷雪を削ぎ落とし排雪を
行っている。しかし事故当時は保管場所に帰着後にこの作業を行った。
・排雪先の雪面が凍結していたことから、排雪された氷片や小石等が雪面上で跳ねて飛散し、排出先遠方に駐車していた車
両にあたってドア等に損傷を生じさせた。

【事故発生原因】
・排雪方向の慣れによる思い込みと配慮不足
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公衆災害
建設機械取扱



国土交通省
北陸地方整備局10．舗装の切断で埋設ケーブルを切断（物損事故）

①日 時：令和５年2月24日（火） 14時45分頃
②工事内容：舗装工事
③事故内容：埋設物件の存在に対して認識が不足していた元請の新規入場職員が、監理技術者等に相

談せずに予定外作業を下請けに指示しケーブルを切断
④被害状況：管路10本と入線していた光ケーブル５本（民間占有３本、国交省２本）

【事故発生状況】
・構造物取壊しの為の舗装版切断を新規入場した現場職員の指示のもと、一次下請けがアスファルトカッターで路肩部の舗
装を縦断方向に切断作業をしていたが、当日の予定外の箇所で歩道舗装を横断方向に切断した際に、地中に埋設されて
いた管路10本と入線されていた光ケーブル５本を切断した。

【事故発生原因】
・埋設管の状況を認識していない現場職員が、当日の予定外箇所の作業を監理技術者等に確認せずに下請けに作業指
示した。
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公衆災害
架空線・埋設物



国土交通省
北陸地方整備局11．当て木の破片が飛散して負傷（人身事故）

①日 時：令和５年2月28日（火） 10時50分頃
②工事内容：ポンプ分解点検整備
③事故内容：くさびを挿入するため、当て木をしてハンマ－で叩き入れる際に当て木が割れて飛散し、作業者

の左目脇が負傷
④被害状況：左顔面部挫創

【事故発生状況】
・点検整備を終えたポンプを排水機場内にて組立据付を行う工程において、主軸（上）と主軸（下）を接続する
水中軸受のコッタ－（くさび）を挿入するため、当て木をしたうえでハンマ－にて叩き入れている際に、当て木が割
れ、その破片が跳ね上がり、ハンマ－作業者の左目脇に接触し被災

【事故発生原因】
・当て木の飛散リスクの予見が不足
・過去の経験から当て木が飛散したことはなく、割れないものと過信
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労働災害
飛来・落下



国土交通省
北陸地方整備局12．作業員の自己判断によるケーブル切断（物損事故）

①日 時：令和５年４月10日（月） 15時25分頃
②工事内容：舗装工事
③事故内容：埋設物の確認作業中であったにもかかわらず、作業員が誤った思い込みから埋設管路の切断
④被害状況：非常警報装置の通信・電源管路とケーブルの切断

【事故発生状況】
・地盤改良の土工作業に支障となる非常警報装置の通信ケーブル管路と電源ケーブルの埋設位置を確認するため、作業員
に掘削指示したところ、作業員は撤去指示をしていない埋設管を既に別管に切り替わっているものと自己判断し撤去するも
のと思い込み切断した。

【事故発生原因】
・埋設物の取扱い等について全作業員に周知していたが、当該作業員は十分に理解していなかった
・作業員の思い込みによる自己判断
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公衆災害
架空線・埋設物
公衆災害

架空線・埋設物



国土交通省
北陸地方整備局13．合図の聞き間違いによる挟まれ事故（人身事故）

①日 時：令和５年４月13日（木） 13時40分頃
②工事内容：電線共同溝
③事故内容：二名で仮設防護柵の接続作業を行っていた際に、合図の聞き違いにより相手作業員が押し込

みを行ったため、継手部に添えていた手を負傷
④被害状況：左中指末節骨開放骨折・挫滅創

【事故発生状況】
・仮設防護柵（ミニガード)設置作業中、監理技術者が接続に手間取っていた作業員に変わり、接続部に手を添えて移動さ
せたときに、「まだ押すなよ」と言ったことが、相手作業員は聞き間違って押し込む合図だと勘違いをし監理技術者の指が挟ま
り負傷した。

【事故発生原因】
・施工計画書、作業手順書には、接続部に手を添えない旨の記載がされていたにもかかわらず、接続部に手を添えて確認し
ていた。
・接続時の声出し合図が明確でなかった。
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労働災害
取扱運搬等



国土交通省
北陸地方整備局14．室内で稼働した機械による一酸化炭素中毒（人身事故）
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①日 時：令和５年５月1５日（月） 14時00分頃
②工事内容：建築工事
③事故内容：自然換気が不十分な室内において、内燃機関を有する機械を使用したことによる中毒
④被害状況：一酸化炭素中毒による意識喪失

【事故発生状況】
・内部足場最上段にてエンジン式高圧洗浄機で岩綿除去作業を行っていたところ、被災者が洗浄機のガンを握れなくなったた
め小休憩のため共同作業員１名が先に足場からおり外部で待っていたが、被災者が降りてこなかった。状況確認のため戻っ
たところ被災者が座り込み、目を閉じ呼吸はしていたが呼びかけても反応が鈍かったため、救急搬送した。

【事故発生原因】
・室内で内燃機関を有する機械を使用していた。
・窓は開けていたが、換気が不足していた。

労働災害
中毒



国土交通省
北陸地方整備局15．除草による飛石でサイドウインドガラス破損（物損事故）
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①日 時：令和５年６月26日（月） 13時35分頃
②工事内容：道路維持作業
③事故内容：除草作業起因の飛石による車両破損
④被害状況：大型ダンプトラック助手席のサイドウインドガラス破損

【事故発生状況】
・擁壁頂部背後の除草をしていたところ、除草の刈高が低すぎたことにより石が飛び、さらに作業員が持つ防護ネットの設置高
さが低かったため、石がその上を超え、停車していたトラックに飛び石があたり、助手席側のサイドウインドウガラスを破損させた。

【事故発生原因】
・高台での除草作業の為、防護ネットが低く飛び石がネット超えてしまった
・地面ギリギリの草下から刈ってしまった

飛石

・事故発生時、前方に右折車がいたため車が数台停止していた。
・そのうち大型トラックが停止していたところで、飛び石が防護ネットを
越えて大型トラックの側面ガラスに当たった。

大型トラックの助手席側ガラス破損

公衆災害
工具等取扱



国土交通省
北陸地方整備局16．土留め矢板圧入で下水道管破損（物損事故）
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①日 時：令和５年６月27日（火） １時00分頃
②工事内容：排水構造物敷設替え
③事故内容：土留め矢板施工による占用物件損傷
④被害状況：下水道管切断

【事故発生状況】
・歩道の水路を敷設替えするため、掘削に先行して油圧圧入工法により、土留め矢板（自立）を施工中、占用物件の下
水道管（φ700 占用物件）を切断した。

【事故発生原因】
・下水道管の埋設位置が、占用台帳の埋設位置図と異なっていた。

事故発生場所

占用台帳の埋設位置

今回施工区間

（上り）

（下り）

太平
興業
(株)

←写真

HP□700破損箇所

公衆災害
架空線・埋設物



国土交通省
北陸地方整備局17．試掘作業中に水道管破損（物損事故）
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①日 時：令和５年7月3日（月） 8時35分頃
②工事内容：擁壁設置
③事故内容：バックホウによる埋設管破損
④被害状況：水道管破損

【事故発生状況】
・埋設物の位置確認を行っていたところ、バックホウの刃先が水道管と接触し破損させた。

【事故発生原因】
・最初、人力掘削による試掘により水道管の引込管の埋設深を把握した。次に取付官の試掘を行う際に、地盤が硬い礫混
じり粘性土で埋設深さも引込管と同じと思い込みバックホウで掘削した。

事故発生場所

至

長
野

平面図

事故発生場所

至

○
○
市

至

○
○
市

水道管破損状況

事故発生状況

新設乗入
設置箇所

①手掘りで仕切弁
の引込管（青線）
を露出

①ＢＨで取付管（緑線）を
露出させる作業中に
取付管を破損

※地盤が礫混り粘土質
であり人力掘削が困難

Ｌ型擁壁
施工箇所

60㎝

20㎝

破損

1.8ｍ

保護
砂巻き

引込管

公衆災害
架空線・埋設物



国土交通省
北陸地方整備局18．草刈り機作業の間隔不足による刈刃接触（物損事故）
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①日 時：令和５年7月3日（月） 9時55分頃
②工事内容：道路維持作業
③事故内容：肩掛け式草刈り機による回転刃接触事故
④被害状況：左足踵幅４～５㎝の切り傷

【事故発生状況】
・路肩の除草を行うため、ガードケーブルを挟み車道側・法面側に分かれ、肩掛け式の草刈り機にて除草作業を実施していた
ところ、車道側の作業員が誤って先行していた法面側の作業員の左足踵部に回転刃を接触させてしまい被災させた。

【事故発生原因】
・作業員の間隔が不足していた。
・間隔が詰まった際の周囲からの掛け声が不足していた。

労働災害
工具取扱等

接触

被災状況：左足踵部（靴は安全靴を装着）



国土交通省
北陸地方整備局19．階段を踏み外し、手すり掴めず転落（人身事故）
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①日 時：令和５年7月20日（木） 9時30分頃
②工事内容：法面対策工事
③事故内容：架設通路（階段）からの転落
④被害状況：背中打撲

【事故発生状況】
・測量道具を両手に持った監理技術者（被災者）が架設通路（階段）を降りていたところ、階段を踏み外して約２ｍ転
落した。

【事故発生原因】
・両手に荷物を持っていたため、大勢が不安定になった際に手摺りを掴むことができなかった。
・階段が金属製で滑りやすかった。

労働災害
墜落・転落



国土交通省
北陸地方整備局20．防護柵の杭打込で通信ケーブル切断（物損事故）
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①日 時：令和５年7月21日（金） 12時45分頃
②工事内容：法面対策工事
③事故内容：杭打込による水力発電所の通信ケーブル切断し発電停止
④被害状況：通信ケーブル切断、発電施設の停止（５日間）

【事故発生状況】
・斜面対策の施工範囲の下部に水力発電所があるため、落石対策の養生として防護柵の杭を打ち込んだ際に、埋設通信
ケーブルを切断し、水力発電を停止させた。

【事故発生原因】
・施設管理者との埋設物打合せは行われていたものの、現地確認が不十分な中で杭打ちをおこない、通信ケーブルを切断し
た。
・発注者、施設管理者の未協議の範囲を施工者が施工を実施したもので、関係者に未報告で施工がなされていた。

公衆災害
架空線・埋設物



国土交通省
北陸地方整備局21．路肩崩壊によるバックホウ転落（人身事故）
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①日 時：令和５年7月13日（木） 14時59分頃
②工事内容：工事用道路補修
③事故内容：工事用道路の路肩部崩壊によるバックホウ転落
④被害状況：肺挫傷、胸椎圧迫骨折、腰椎横突起骨折、他（バックホウオペレータ）

【事故発生状況】
・工事用道路補修作業中にバックホウを路肩側に寄せたところ、路肩部（70～80cm程度)が崩壊し、バックホウが法面側の
谷に転落した。

【事故発生原因】
・転落の恐れがある箇所の危険制の認識不足
・手元作業員の誘導措置の失念。
（転落の危険が生ずるおそれがある場所において、シートベルトを使用していなかった）

労働災害
墜落・転落



国土交通省
北陸地方整備局22．導材足場の隙間より墜落（人身事故）

①日 時：令和５年８月28日（月） 15時5分頃
②工事内容：仮設工（鋼管矢板打設）
③事故内容：鋼管矢板打設の準備作業中、作業足場の隙間より墜落
④被害状況：溺水、誤嚥性肺炎の罹患

【事故発生状況】
・鋼管矢板打設を担当する作業員が、次の打設の準備作業中に作業足場より護岸上へ 墜落（4m）し、 その後に河川
内へ落水（３ｍ）した

【事故発生原因】(入院中の被災者に状況確認が行えていないため推定）
・足場から転落しないよう開口部（2,050×1,200）を塞ぐなどの対策がされていなかった（安衛則第519条）
・安全帯を単管手すりに掛けて使用していなかった
・ライフジャケットの着用方法が正しくなかった（救助した際、顔が水に浸かっていた）
・導材足場上に、救命浮環が配置されていなかった
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労働災害
墜落・転落



国土交通省
北陸地方整備局熱中症発生状況（令和５年）
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１ 6/13 火 8:50 18歳 防草コンクリート打設作業中、作業員が熱っぽいと体調不良を訴えたため、最寄りの医院へ搬送した。

２ 6/14 水 9:40 47歳 電線共同溝工事において作業員が倒れたため、病院へ搬送した。

３ 7/7 金 10:00 53歳 歩道舗装工及び防護柵工を施工する現場において、歩道内で黄旗にて注意喚起を行っていた交通誘導員から頭痛がするとの申
し出があったため、冷房の効いた事務所で休ませたうえ、病院へ搬送した。

４ 7/21 金 15:10 59歳 水路ＢＯＸの地盤改良工事において、ボーリングマシン似て薬液注入を行っていた作業員が熱中症症状（けいれん、発汗）で倒
れたため、救急車で病院へ搬送した。

５ 8/2 水 15:40 60歳 作業員が除草・剪定作業の休憩中に具合が悪いとの申出があり、班長に連れられて病院へ搬送した。

６ 8/2 水 16:40 55歳 側溝清掃作業終了後、規制解除及び片付けの最中に作業員が足のしびれを訴えたため、病院へ搬送した。

７ 8/3 木 12:30 68歳 橋脚フーチング部の打設を行っていたが、本人から職長に立ちくらみ及び目の前が真っ白になっているとの申出があった。直ちに冷房の
効いた休憩所に移動させ、救急車により病院へ搬送した。

８ 8/8 火 10:00 31歳 現場での準備作業中、作業員が体調不良を訴えたため、水分補給と冷却処置を行ったうえ安静状態で休憩させた。

９ 8/9 水 11:00 45歳 現場で作業員が体のだるさを訴えたため、水分補給や体の冷却をしながら休憩所で休ませていたが、足がつる症状が出始めたため、
救急車で病院へ搬送した。

10 8/21 月 13:15 41歳 猛禽類の現地調査中に体調不良（足の痺れが発生し自力歩行不可）を訴え、ドクターヘリで病院に搬送した。

11 8/22 火 16:30 51歳 土工の現場作業終了後に右手の痺れを訴え、病院に搬送した。

12 8/22 火 17:15 65歳 現場作業終了後の、現場事務所でミーティング及び体調確認を行った際に、体調不良を訴えたため病院に搬送した

13 8/25 金 15:00 57歳 通行車両の誘導員が倒れ、救急車で病院に搬送

14 8/30 水 10:00 38歳 ボーリング作業のオペレータが痙攣等の熱中症症状を発症し、病院へ搬送した。

15 9/11 月 10:40 23歳 現地調査中に気分が悪くなり、現地で休憩したが体調が戻らず病院へ搬送した。

※ 昨年（令和４年）の報告件数 １件

18歳 ：１名 20歳代 ：１名
30歳代 ：２名 40歳代 ：３名
50歳代 ：５名 60歳代 ：３名

発生時間
～ 9:59 ：２名

10:00 ～11:59 ：６名
12:00 ～14:59 ：２名
15:00 ～ ：６名

直轄工事（北陸地整管内（港湾除く））



４．墜落・転落事故の防止
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国土交通省
北陸地方整備局墜落・転落事故の防止

令和４年は墜落・転落事故が著しく増加しており、令和５年も１月から８月までの間に既に６件
発生している。

また、工事用道路の路肩から重機が転落する事故も１件発生している。

54

墜落・転落

■ 令和５年（1～８月） 墜落・転落事故 ６ 件
■ 〃 重機・車両の転落事故 １件

■ 令和4年



国土交通省
北陸地方整備局墜落・転落事故の防止
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第九章 墜落、飛来崩壊等による危険の防止
第一節 墜落等による危険の防止

（作業床の設置等）
第五百十八条

事業者は、高さが二メートル以上の箇所（作業床の端、開口部等を除く。）で作業を行なう場合において墜落
により労働者に危険を及ぼすおそれのあるときは、足場を組み立てる等の方法により作業床を設けなければ
ならない。

２ 事業者は、前項の規定により作業床を設けることが困難なときは、防網を張り、労働者に要求性能墜落制止
用器具を使用させる等墜落による労働者の危険を防止するための措置を講じなければならない。

第五百十九条
事業者は、高さが二メートル以上の作業床の端、開口部等で墜落により労働者に危険を及ぼすおそれのあ

る箇所には、囲い、手すり、覆(おお)い等（以下この条において「囲い等」という。）を設けなければならない。
２ 事業者は、前項の規定により、囲い等を設けることが著しく困難なとき又は作業の必要上臨時に囲い等を取

りはずすときは、防網を張り、労働者に要求性能墜落制止用器具を使用させる等墜落による労働者の危険を
防止するための措置を講じなければならない。

第五百二十条
労働者は、第五百十八条第二項及び前条第二項の場合において、要求性能墜落制止用器具等の使用を命

じられたときは、これを使用しなければならない。

以下は労働安全衛生規則の規定です。 （ａ）（ｂ） に当てはまる用語はわかりますか？

（ａ） （ｂ）

（ａ） （ｂ）

（ｂ）



国土交通省
北陸地方整備局墜落・転落事故の防止
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前ページの答えです。

（ａ）⇒

要求性能墜落制止用器具

防網

（ｂ）⇒

防網（安全ネット）による開口部の養生

墜落制止用器具は、フルハーネス型を原則とする。



国土交通省
北陸地方整備局墜落・転落事故の防止
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■ 作業床の端、開口部等において囲い等を設けることが困難なとき又は作業の必要上臨時に囲い等
を取りはずすときは、防網を張り、労働者に要求性能墜落制止用器具を使用させる等墜落による労
働者の危険を防止するための措置を講じること。

■ 墜落制止用器具のフックの掛替え時の墜落を防止するため、移動時には二つのフック を相互に使
用する二丁掛けを行うこと。

■ 作業中に墜落防止用器具のフックを親綱からはずすなどの不安全行動をとることのないよう指導
するとともに、職長や作業員同士の声掛け・目配りを徹底すること。

■ はしご・脚立からの転落事故を防止するため、はしご上部や脚立の天板上での作業は禁止する。
（より安全な代替策を検討する）

■ 踏み台や仮設階段からの転落事故防止のため、両手がふさがった状態や足元が見えづらい状態
で通行しないよう注意・指導すること。

墜落・転落事故防止のポイント

重機・車両の転落事故防止のポイント

■ 路肩から転落の恐れがある箇所においては、路肩への立ち入り禁止範囲の明示を行うとともに、
重機等の運転手に危険性を認識させること。

また、誘導・見張り員を配置し、安全確保のための誘導等を行うこと。



５．事故原因から見た公衆災害防止
の着眼点
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国土交通省
北陸地方整備局事故原因から見た公衆災害防止の着眼点

過去５年間の公衆災害発生状況をみると、架空線、埋設物、地上物件の損傷が全体の約６割
を占めることから、こられの事故防止に重点的に取り組むことが重要である。

59

1
4

8
3 43

4

5

8
98

8

13

7
78

4

11

6

15

0
3

0

0

4

1

3

3

1

4

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

H30（2018） R1（2019） R2（2020） R3（2021） R4（2022）

公衆災害［対象別］の推移

架空線損傷 埋設物損傷 地上物件損傷 車両損傷 人身事故 その他

21

26

40

25

43
架空線・埋設物・地上物件の損

傷で全体の約6割を占める



国土交通省
北陸地方整備局事故原因から見た公衆災害防止の着眼点

「架空線損傷」の原因をみると、バックホウのアーム操作や持ち上げたままの走行によるものが
全体の３／４を占める。このほか、ダンプトラックの荷台を上げたままの走行と、ユニック車（ｸﾚｰﾝ
付ﾄﾗｯｸ）のブームを上げたままの走行の３つが原因となっている。

14

3

2

架空線損傷 原因別件数

ＢＨ操作 ＤＴ操作 ユニック車

架空線損傷事例
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国土交通省
北陸地方整備局事故原因から見た公衆災害防止の着眼点 架空線損傷事例
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国土交通省
北陸地方整備局事故原因から見た公衆災害防止の着眼点 架空線損傷事例
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国土交通省
北陸地方整備局事故原因から見た公衆災害防止の着眼点

「埋設物損傷」をみると、バックホウを用いた掘削時によるものが半数を占めるほか、コンクリー
トカッターやコアカッターを用いた舗装切断や削孔時において水道管や通信管路等を損傷させる
事例が多く発生しており、事前調査や試掘が不十分なまま施工していることが主な原因となって
いる。

14

9

1 2
3

埋設物損傷 原因別件数

ＢＨ掘削 舗装切断・削孔等

機械杭打ち 人力杭打ち

その他

埋設物損傷事例
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国土交通省
北陸地方整備局事故原因から見た公衆災害防止の着眼点 埋設物損傷事例
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国土交通省
北陸地方整備局事故原因から見た公衆災害防止の着眼点

「地上物件損傷」をみると、バックホウ等の建設機械によるもの、高所作業車や除雪車等の作
業車両によるもの、トラック等の運搬車両によるものが多く、いずれも障害となる設置物を事前に
確認したうえで見張りや誘導を適切に行うことで防止することができたと思われる例が多い。また、
肩掛け式・ハンドガイド式による草刈り機使用時のケーブル切断や飛び石による事故も散見され
ている。

地上物件損傷事例
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北陸地方整備局事故原因から見た公衆災害防止の着眼点 地上物件損傷事例
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国土交通省
北陸地方整備局事故原因から見た公衆災害防止の着眼点

北陸地方整備局では公衆災害を防止するため、特記仕様書に以下の条文を標準として明示し
ていますので、適切・的確な対応をお願いします。

特記仕様書での明示

第○条 架空線・埋設物等への接触・切断事故防止対策
1．受注者は、工事範囲内にある架空線・埋設物等について、管理図及び占用台帳等による事前情報の収集

を行い、必要に応じて管理者立会いのもと試掘等による調査を事前に実施することにより、当初図面に架
空線・埋設物等正確な情報を記載するよう努めること。

2．受注者は、設計図書等における架空線・埋設物等表示が明確でない場合で、設計図書の補完や修正設
計のために工事発注後調査する場合は、調査法やその必要性を監督職員と協議する。

3．受注者は、事前調査結果を監督職員に報告するものとする。
4．埋設位置が台帳や設計図書で確認された場合であっても、実際の位置と異なる事も想定されるため、慎

重な施工に努めること。
5．公衆災害防止対策として、下記項目についてとりまとめ、作業員等へ周知徹底を図るものとする

(1) 工事現場、土取り場、土捨て場、資材置き場、資材運搬経路等工事に係る架空線等上空施設の事前
調査(場所、種類、高さ等)結果。

(2) 掘削作業及び占用物件支障移転に伴う埋設物等の事前調査(位置、種類、深さ等)結果。
(3) 建設機械等のブーム、ダンプトラックのダンプアップ状態等での移動・走行の禁止対策。また、建設機

械等の施工時においては、接触・切断が懸念される状態での旋回禁止対策。
(4) 現場出入り口での「高さ制限措置の設置」や架空線等への「防護カバー設置」等の事前対策。

6．受注者は、公衆災害防止対策等について安全巡視等で確認するとともにKY日誌等に記録する。改善・補
修等が必要となった場合は、適宜対応する。

7．受注者は、新規入場者教育、KY 活動並びに安全教育等において、オペレータ、運転手及び交通誘導警
備員等に対し、教育の徹底を図る。

8．監督職員は、点検・教育の実施記録について、提出を求めることができる。
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国土交通省
北陸地方整備局事故原因から見た公衆災害防止の着眼点 特記仕様書での明示

第○条 情報通信光施設近接工事における切断等の事故防止対策
本工事は、情報ボックス(又は電線共同溝、CAB、IRN など)及び光ファイバーケーブルなど(以下「情報通信

光施設」という。)の近接工事に該当することから、以下のとおり施工し、情報通信光施設の切断、損傷などの
事故防止を図らなければならない。
1．工事の施工は、情報通信光施設に関連する次の規程を遵守しなければならない。

【該当するもののみ記入する】
(1) 情報ボックス管理規程及び情報ボックス保安細則
(2) 電線共同溝管理規程(改定案)
(3) 電線共同溝・情報ボックス管理マニュアル(Ver.2：平成15 年4 月)
(4) 兼用工作物管理協定
(5) 道路管理用光ファイバ等兼用工作物保守細則

2．受注者は、監督職員の指示に基づき工事着手前に次の事項を実施しなければならない。
(1) 受注者は、情報通信光施設に係る事故防止の責任者となる「設備事故防止責任者」を現場代理人若し

くは監理(主任)技術者から選任して監督職員に提出すること。
(2) 緊急時連絡体制及び施工体制を監督職員に提出すること。
(3) 道路管理者担当者との立会により近接工事区間、情報通信光設備などの確認を行うこと。また、必要に

応じて情報通信光施設の占用者及び兼用芯線使用者(以下「占用者等」という)との立会を行うこと。その
場合は、道路管理担当者を通して占用者等へ要請するものとする。

(4) 情報通信光施設の事故防止対策について監督職員の承諾を得ること。
(5) 情報通信光施設の事故は、事故の重大性の認識が低いことに起因している面があるから、受注者は作

業員、協力会社などの施工関係者に対して事故防止対策及び事故の重大性を周知すること。
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北陸地方整備局６．建設工事事故データベース登録

「建設工事事故データベース（SAS）」への登録を忘れずに！

登録に関する詳細については、ホームページ内の「SASのガイドライン」を
参照ください。

ホームページ https://sas.hrr.mlit.go.jp/

・「建設工事事故データベース（SAS）」は、地方整備局，
都道府県，政令指定都市，機構等が発注する公共工
事で発生した一定規模以上の事故の事故報告デー
タの集合体です。収集されたデータは、建設工事事
故対策検討委員会や発注者において、工事事故防
止に向けた対策の検討・立案に利用しています。

・休業4日以上の建設工事事故について、受注者，発
注者は必ずインターネットを利用して登録（入力）して
ください。

・「事故発生状況調書」は、技術管理課(検査係)で登録
し、受注者への事故番号，パスワードを主任監督員
へ通知します。

土木工事共通仕様書の改訂により、｢1-1-1-30 事故報告書｣に

「建設工事事故データベースシステムに情報を登録すること」と

記載されています。

事故の分類 事故の定義

労働災害 工事区域において工事関係作業が起因して、工
事関係者が死亡あるいは負傷した事故。

資機材・工事製品輸送作業が起因して工事関係
者が死亡あるいは負傷した事故。
なお、ここでいう負傷とは、休業4日以上の負傷を

いう。

もらい事故 工事区域において当該関係者以外の第三者が起
因して工事関係者が死亡又は負傷した事故。

なお、ここでいう負傷とは、休業4日以上の負傷を
いう。

負傷公衆災害 工事区域における工事関係作業及び輸送作業が
起因して当該工事関係者以外の第三者が死傷した
事故。

なお、ここでいう第三者の負傷とは休業4日以上も
しくはそれに相当する負傷をいう。

物損公衆災害 工事区域における工事関係作業及び輸送作業が
起因して第三者の資産に損害を与えた事故にあっ
て、第三者の死傷に繋がる可能性の高かった事故。

※ 工事区域 ： 工事作業現場内および隣接区域

登録対象となる事故

問い合わせ ： 企画部 技術検査官
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北陸地方整備局７．安全管理優良受注者表彰

【 表彰の主旨 】
北陸地方整備局では、平成元年より毎年９月第４週を「労働災害防止週間」と定め、建設工事における労働災害の防止に

取り組んでいます。
その一環として、平成１１年度より受注者による自主的な安全衛生管理体制の整備と、現場での安全対策の取組に対して

その安全管理が特に優良で他の模範となる受注者を「安全管理優良受注者」として表彰し、工事関係者の更なる安全に対す
る意識向上を図ることを目的としています。

表彰者は、社内の安全管理体制，工事現場における日々の安全活動，安全教育の充実，安全管理活動の推進と安全衛生
管理に対する貢献等が特に顕著な受注者を選定しています。

【 令和５年度 表彰 】
令和４年度に完成した工事の受注者(321者)の中から、

特に安全管理に関して優良な１７者を選定し、令和５年
９月１１日(月)に表彰式を行いました。

【 受賞によるメリット 】
・｢安全管理優良受注者表彰｣の受賞により、総合

評価落札方式における評価として加算されます。

・その他
工事における安全管理の取組を｢安全管理優良
事例集｣として作成し、受賞者等への配布ととも
に北陸地方整備局HPにて掲載しています。

令和５年度 表彰
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北陸地方整備局

※ http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/anzenkanri.html

安全管理優良事例集

８．安全管理優良受注者 事例集
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